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V まとめ
アダム・スミスは公共事業による利益を一般的なものであると同時に個別的
なものであるととらえた。これを複雑な総合的事業のなかで再確認することが，
現在の公共事業論をめぐるまた租税負担配分論をめ「る混乱を解きほぐすこと
になる。国家および自治体の公共的機能の膨張するなかで，財政収支のアンバ
ランスが至るところで拡大し，それに呼応した形で公共収入の拡大をはかるた
めの議論が多く出されるようになったが，そういった議論が陥ち入りがちな公
共的機能の公共的側面を軽視する傾向のなかで，スミスの考え方は問題解決の
筋道をしめす貴重な手がかりであった。
現代の資本主義社会では，公共的機能の拡大とそれに伴う公共事業分野の膨
張，それらが公共事業の総合化を促L，公共的機能の一層の拡大の過程を進展
させ。、る。言い換えれば，公共事業白利益が一般的利益士一層前面に押しだ
してきている。これが現実であるが，その認識と最近の公共事業の費用負担を
めくる議論とのちぐは fさに気づ〈人が多いのではないだろうか。これに答を
与えるものは，供給される公共的な財そのものり性格の技術的な分析ではなし
その受け手の手に届〈利益の分析である。公共事業の便益はそれ自体と Lてす
rに便益となるのではなし私的な活動正結びついではじめて便益となり利益
となるのである。 したがって利益の受け手の分析なしにその利益をうんぬんし
ても，それは経済学的に大きな意味をもたない。スミスは利益の受け手を分析
したからこそ，公共事業の利益を一般的利益と個別的利益とに区別して理解す
ることができたのである。この理解がはじめて公共事業による利益を明らかに
することができ，さらにそれにもとづいて租税負担論をも展開することを可能
にするのである。小論は，このスミスの公共事業論，租税負担論を現代の公共
事業を代表する総合的公共事業に適用したものである。ここでようやく公共事
業に対する現実認識とその費用〈租税〉負担配分をめぐる議論とが統ーして理
解できるのではなレであろうか。
